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Ａ．研究目的 
高校生のがん患者に対する入院中の継続的な教

育支援は、小中学校の義務教育と異なる点などか

ら、大きく立ち遅れる課題である。 
継続的な教育支援についての必要性は認識され

てきているものの、患者自身や各施設での取り組

みに委ねられている部分も多く単位認定につなが

る有効な支援につながる例はまだ少ない。 
本分担研究では、具体的な多様な好事例を収集

し、好事例集を作成する。各施設での高校教育支

援し実現化し、高校生教育の適切な提供方法を確

立するための資料作成を目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
１．遠隔教育の事例、医療従事者などと教育委員

会を含む行政と連携を行った事例など好事例

を調査する。 

２．実際の事例を通じて、行政、医療機関、教育

委員会・高校、特別支援学校などそれぞれの

立場によって抱える課題を抽出する。 

３．一次調査、二次調査結果を踏まえて好事例を

類型化する。 

４．双方向通信による遠隔教育など好事例の実用

化の検証を行う。(2年度以降) 

５．高校生を対象とする教育提供の好事例集をま

とめ、医療者向け・保護者向け・教育担当者

向けの高校教育支援の手引きを作成する。 

 
Ｃ．研究結果 

日本小児がん治療研究グループ(JCCG)の参加施

設を対象に、初年度に高校生のがん患者受け入れの

有無、高校生の教育支援の実績の有無について一次

調査を行い得られた回答122施設のうち継続した高

校生の教育支援を経験した施設の中から、研究分担

者で施設を分担し実際の高校生支援を実施した人

数、高校の種別、科、連携を担当した職種、方法、

単位認定の有無などについてまとめ、好事例と考え

られた6施設についてインタビューを実施した。 

二年次は好事例において、入院時から教育支援開

始まで、教育支援の実施、退院準備から復学に至

るまで、各事例の特徴や抱える課題などを抽出し、

類型化を行った。支援形態は対面授業、遠隔授業

が主であったが、好事例には当事者、在籍校、医

療機関を結ぶコーディネーター役が共通して存在

していた。 
最終年次は、前年次までに得られた好事例をもと

に、全国の多様な施設で実践可能となるよう、好

事例集「高校教育とがん治療の両立のために-長期

療養中の高校生の希望に応える好事例集-」を作成

し、全国の公立・私立高校、特別支援学校、がん

拠点病院などに配布した。さらに公開シンポジウ

ウム「AYA世代がん患者のよりよい療養生活のた

めに：こころの支援と高校生の教育支援」の中で、

啓発活動の一貫として好事例集についての紹介を

行った。 
 
Ｄ．考察 
入院中の高校生の学習支援については、行政の関

心も高まり、数年前と比較し取り組みをはじめてい

る施設も増加傾向にあると思われた。また

COVID-19の流行により、オンライン授業に対する

障壁は確実に下がり、対応が可能となった学校も増

加していると思われる。しかしながら、システム構

築がない中では入院中の教育支援に生かせる例は

少ない。当事者と在籍高校、医療機関を結ぶコーデ
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ィネーターの存在は、入院中の教育支援において欠

くことのできないものであり、その役割を誰が担う

のかなど、好事例の中で実際に示すことで、各都道

府県・各施設が参考として自身に応用できるような、

手引書作成につなげることが重要であると考えた。 
主体となるのは病院、行政、特別支援学校など

様々な形態があってよいと思われるが、少なくとも

それらの連携は必須と思われ、継続可能なシステム

構築・コーディネーターの配置が望まれる。 
支援形態については、対面式授業、遠隔授業、

自主学習がある。遠隔授業は在籍高校の授業を受け

られ、在籍高校とのつながりを感じられるいい面が

あるものの、検査や治療内容により調整が難しいこ

と、全ての授業数に対応できないことなどから単位

認定の点に課題が残り、一つの形態にとどまらず組

み合わせて実施することで、より意義ある支援に結

びつけられる可能性がある。 
今回作成した好事例集を、各高校、各医療機関

で大いに利用していただき、当事者である高校生が、

闘病中であっても、高校生らしく生活でき、学びた

いという気持ちに応えられる支援制度を、全国で整

備していくきっかけとなることを期待している。 
 

Ｅ．結論 
高校生のがん患者に対する教育支援の状況につ

いて把握し、各取り組みについての課題を抽出し類

型化を行い、類型化モデルを手引書に盛り込み、全

国の多様な施設において、実施可能なシステムの提

案につなげるべく好事例集を作成し、啓発を行った。 
 

Ｇ．研究発表 

小児血液・がん学会学術集会(2019年10月)において

「埼玉県における入院中の高校生支援の取り組み」

を口演発表、埼玉医学会総会(2022年2月)において、

「埼玉県における入院中の高校生の教育支援」を口

演発表 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
  なし 
 
 2. 実用新案登録 
  なし 
 
 3.その他 
  なし 

 
 


